第5章　農業
概況
　本府の農業は、日本経済の高度成長期には商工業の発展や人口増加に伴う都市化の進展による耕地の減少に加えて、農業労働力の他産業への流出、農業生産環境の悪化等により、経営状態は年々悪化し、農家の減少を余儀なくされてきた。
　しかしながら、昭和48年の石油ショック以後の不況、昭和50年代に入っての経済の安定成長の影響が農業にもおよび、農家、耕地の減少は鈍化の傾向にある。
　特に農家数についてみると、昭和34年以降ほぼ毎年1500戸以上のペースで減少を続けてきたのが、昭和51年から54年にかけて、その減少戸数は1000戸を割っている｀。
農家数
　昭和55年２月１日に実施された1980年世界農林業センサスの結果、本府の農家数は前年の５万3933戸から1382戸（2.6パーセント）減少して、５万2 551戸となった。
　その内訳を専兼業別にみると、専業農家は4167戸（総農家数の7.9パーセント）で前年に比べ313戸（7.0パーセント）減、兼業農家のうち、第１種兼業農家は4357戸（同8.3パーセント）で88戸（2.0パーセント）減、第２種兼業農家は４万4027戸（同83.8パーセント）で981戸（2.2パーセント）の減少となっている。
　地域別にみて農家数の多い地域は、南河内が１万781戸（総農家数の20.5パーセント）、泉北が9099戸（17.3パーセント）、泉南が8587戸（16.3パーセント）、で、これら南大阪３地域だけで全体の54.1パーセントを占めている。
又、経営耕地面積規模別にみると、例外規定（5アール未満）層が290戸（総農家数の0.6パーセント）、5アールから30アール層が２万7649戸（52.6パーセント）、30アールから50アール層が１万2662戸（24.1パーセント）､50アールから70アール層が6265戸（11.9パーセント）､70アールから100アール層が3715戸（7.1パーセント）､100アール以上が1970戸（3.7パーセント）となっている。本府においては、経営耕地面積が30アール未満の農家は２万7939戸（総農家数の53.2パーセント）あり、経営耕地面積規模の小さい農家が多いといえる。
　構成比の動きをみると、5アールから30アール層の農家の割合は一貫して増加を続けている反面、30アールから100アール未満の各階層の農家の割合は減少の一途である。
農家人口
　農家世帯員数は、前年の26万474人から5709人（2.2パーセント）減少して、25万4765人となった。
　男女別内訳をみると、男が12万4465人（48.9パーセント）、女が13万300人（51.1パーセント）となっており、女の比率が若干多い。
自家農業従事者数は12万6764人で､これは農家世帯員総数の約半数（49.8パーセント）の者が、多少とも自家農業に従事したことになる。
経営耕地面積
　経営耕地面積は、前年の１万9007ヘクタールから705ヘクタール（3.7パーセント）減少して、１万8302ヘクタールとなった。
　農家１戸当たりの経営耕地面積は、前年の35.2アールから本年は34.8アールとなり、引き続き農家の小規模化か進行している。
　経営耕地面積を地目的にみると、田は１万3996ヘクタール（経営耕地総面積の76.5パーセント）で前年に比べ718ヘクタール（4.9パーセント）減、畑は1504ヘクタール（同8.2パーセント）で103ヘクタール（6.4パーセント）減、樹園地は2803ヘクタール（同15.3パーセント）で116ヘクタール（4.3パーセント）増加している。
　構成比の動きをみると、田の割合は一貫して減少を続けている反面、畑と樹園地の割合は増加傾向を示している。
